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一人ひとりが生き生きと働ける次世代社会を創造する

働きたいと思う人誰もが、働きたいときに、
働きやすく働きがいのある仕事に就くことができる社会。
リクルートワークス研究所は、このような次世代社会の実現を
ミッションとして掲げています。

リクルートワークス研究所は、
「一人ひとりが生き生きと働ける次世代社会の創造」を
使命に掲げている研究機関です。

・多様な人がありのままで活躍している社会
・人間らしく持続的な働き方が得られる社会
・働きがいと誇りを感じられる社会
・そのときの自分にフィットした仕事に出会える社会
・何度でも新しいスタートが切れる社会
・キャリアにオーナーシップを持っている社会

part 1

特集     

ポストコロナと
「働く」
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ロンドンとリオデジャネイロのオリンピック・パラリ
ンピックから、「ボランティアは、変化の激しい社会の
なかで個人が幸せに生きる糧になる」という示唆を
得た。ところが、日本にはボランティアを冷笑する風
土があり、関心があっても活動できない人が約４割
もいる。とりわけ企業で働く人たちはボランティア活
動に参加することが難しい。しかし企業は近年、急
速に、社会感度の高い人材を求め、社員の越境学習

を支援するようになっている。であれば、企業人のボ
ランティアは、個人のライフキャリアの充実、企業の
新たな人事施策、そして日本の共助を豊かにする種
なのではないか。そのような問題意識から、①企業
人ボランティアの可能性、②日本のボランティア文化
の成熟、③オリンピック・パラリンピック東京大会か
ら2025年の大阪・関西万博へボランティア・レガシー
の継承についてまとめた。

―東京2020大会から未来へのバトン―

オリンピック・パラリンピックの東京開催が 決まった

2013年から行ってきた調査研究・提言の集大成。さま

ざまな属性のなかでボランティア経験率が最も低い「企

業人」に焦点をあて、ボランティア経験の意義を定量的

に示し、企業が社員のボランティアによる学びを活か

すための5つの方策を提言する。また、利他的な福祉ボ

ランティアなどとは一線を画す「イベント・ボランティア」

という観点から、日本のボランティア文化の成熟につ

いて考える。

オリンピック・パラリンピックの
ボランティア・レガシー

問題意識

概 要

中村 天江
客員研究員

プロジェクトリーダー
社員ボランティア

レガシー 共助

オリンピック パラリンピック
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ボランティア経験を通じて企業人は、「ダイバーシ
ティ」の受容度や、仕事に対する「エンゲージメント」、

「個の自律」意識、「今後のボランティア意向」を高め
る可能性があることが明らかになった。これらは、昨
今、企業が非常に重視しているものである。

具体的には主に４つの発見があった。第１に、企
業人はボランティア活動の経験後に「多様性への信
頼」や「今後のボランティア意向」が高まる。第２に、
良質なボランティア経験、具体的には、異質な他者
との「オープンマインドな協働」や「『働く自己』や『組
織』に対する内省」がともなう活動をすると、仕事に
おける「個の自律」や「エンゲージメント」も上昇す
る。第３にボランティア経験の効果は年齢によって
差があり、45歳以上の企業人はポジティブな変化が

広範囲に及ぶのに対し、44歳以下は影響が狭く強く
でる。第４に、自律支援型のマネジメントを行ってい
る上司ほど、ボランティア社員を活かすことができる。

以上から、企業が社員のボランティア活動を支援
する際は、良質な経験ができるボランティア活動を
重視し、社員の年齢層によって施策やメッセージを
変えることが大切である。個の自律や職場のダイバ
ーシティ＆インクルージョンを進めるために、管理職
のボランティア活動（ボスボラ）を推奨することも考え
られる。また、企業経営者がボランティア活動を促す
メッセージを発信することは、職場の風土を変えるだ
けでなく、ボランティアを冷笑する日本の風土を変え
ることにもつながるだろう。

結 論

東京都 TEAM BEYONDオンラインシンポジウム「企業・
団体×パラスポーツ 社員のボランティアから兼業・副業
まで」、CSR 白書2020「社員ボランティア、消極派と積
極派の分断をつなぐ」、リクルートワークス研究所「個人
のキャリアを豊かにする企業の社会貢献活動」など

出所）中村天江・藤澤理恵作成

オリンピック・パラリンピックの
ボランティア・レガシー
https://www.works-i.com/
research/works-report/2022/
volunteerlegacy_2022.html
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本研究では、日本社会全体として働き手が不足し
ていく中で、その影響度合いに業種や職種ごとに大
きなばらつきがあることに注目している。

つまり、事務職などデスクワークについては求職
者が多く存在していることから、人手が確保できない
という事態に直面している企業は少ない。一方で、
現場で仕事を行うノンデスクワーカーに関しては、求
職者が集まらない状態が常態化しており、多くの企

業が採用に頭を悩ませている。
ノンデスクワークには様々な種類の仕事が含まれ

るが、ここでは特に人手不足が深刻な警備・運輸・
建設などの職種に焦点を当て、なぜ求職者が集まら
ないかの分析を行うこととしている。そして、「職の人
気度」の構造を解明した後に、ノンデスクワーカーの
どのような要素を改善すれば、魅力ある人に選ばれ
る仕事になるのかを提案した。

―ノンデスクワーカーの人手不足をどう解決するか―

人手不足が深刻化している。少子高齢化が進む日本社

会においてどうやって人手を確保するかは多くの業界

で喫緊の課題となっており、警備・運輸・建設など現場

の仕事を持つ業界は人手不足の最前線に立つ業界と

なっている。こうした状況を解決するためには、彼らノ

ンデスクワーカーの働き方を見直すことで、仕事の質を

高めていくことが必須である。業界として魅力を高め、

深刻な人手不足社会の中で持続可能な未来を描くた

めの道筋を探る。

警備員・ドライバー・建設作業者など
現場仕事の働き方改革

問題意識

坂本 貴志
研究員／
アナリスト

プロジェクトリーダー

概 要

人手不足 建 設

ノンデスクワーカー

警 備 運 輸
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人々が職業を決定する要因として、間違いなく影
響すると考えられるのは賃金であるが、人は仕事を
決める時に賃金だけを基準としているわけではなく、
それ以外の内的報酬を得たいと考えて仕事に就く人
も多い。

人はどのような要因によって仕事を決めるのか。リ
クルートワークス研究所の行った「サービス業の方
の働き方調査」を用い、賃金均一の仮定を置いた上
で人々がどのような職業を選好するのかをまずは検
証している。

指数が低かった職種を見ると、介護士、タクシー
等ドライバー、清掃員、トラックドライバー、建設作
業者、警備員などとなった。

本研究における興味は、これらの仕事がなぜ求職
者から選好されないのかという事実関係である。こ
れに関して最も大きな要素は、何より仕事内容がき
ついのではないかと考える人が多いということである。

実際にこれらの仕事を選好しない人の声を集めて
みると、力仕事で体力的にしんどい、野外での仕事
で暑さ寒さが厳しい、怪我をする恐れがあるなどの
声が上がっている。

過去は、こうした仕事であっても十分な稼ぎを得
られるのであれば働いてみようという人は一定数存

在していた。しかし、女性や高齢者の労働参加が拡
大し、働き方改革が浸透している中、きつい仕事とい
うイメージがある職種が就職先の候補としての選択
肢にすら上がらなくなってしまっているのが実情なの
である。

このような実態を前提に業界の仕事をより魅力的
なものとしていくために必要なこととして本研究で主
張しているのは、身体的な負荷を下げることの重要
性である。具体的には、警備の仕事に座哨を組み入
れるといったような実証実験にも踏み込み、一つ一
つの企業が行い得る工夫について可能性を探索し
た。また、柔軟な働き方を実現する、魅力あるゆるい
職場を目指すといったことや、中長期的には、短時間
の勤務に仕事を組み替えることや省人化徹底による
生産性向上を図ることの必要性を提示している。

結 論

職業の人気度

警備員・ドライバー・
建設作業者など
現場仕事の働き方改革
https://www.works-i.com/
research/works-report/2022/
nondeskworker.html

図表2-1： 職業の人気度
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2020年3月に世界保健機関（WHO）が新型コロ
ナウイルス感染症の世界的な感染拡大について「パ
ンデミック」を宣言してから、企業の採用環境は大き
く変化した。グローバル企業の人事は、それぞれの
採用課題に対してどのような対応策をとってきたの
だろうか。また、パンデミック後の「ニューノーマル」
や雇用の未来はどうなるのだろうか。本プロジェクト
は、パンデミック以降の企業の採用動向やその変化、

採用の質や量への影響、採用手法やプロセスの変
化、新たに導入した採用テクノロジー、採用業務の
オンライン化の状況、そして今後の見通しについて
明らかにすることを目的としている。

パンデミックは、企業の採用活動にどのような影響を

もたらしたのか。新卒や中途採用の手法、採用テクノロ

ジーの活用、採用部門の組織構造などはどのように変

わったのか。求職者の意識の変化に企業はどのように

対応したのか。グローバル企業の採用責任者やアナリ

スト11人へのインタビューから、リモート採用の標準化、

一時的な配置転換やテクノロジーの入れ替えなど、現

場ではさまざまな変革が行われていることが明らかに

なった。

問題意識

概 要

パンデミック

HRテクノロジー パンデミック後の雇用

採用動向 人材獲得競争
杉田 真樹
リサーチャー

グローバル企業採用責任者11人が語る 

パンデミックは採用をどう変えたのか

担当
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パンデミックは人材の採用に大きく影響を及ぼし
た。業績と採用の変化を見ると、観光業や旅客業な
ど、移動の制限やロックダウンによる営業停止など
のあおりを受けた企業は、従業員のレイオフや一時
帰休、人事異動など、内部労働市場での人員調整
を行った。解雇で人材を手放してしまうと、業績が
回復した際に立ち上がりが遅くなること、新規採用し
ても育成に時間を要することから、できるだけ一時帰
休や、社内で少しでも業績のよい部門や地域への人
事異動などで、従業員をつなぎ止める対応をとる企
業が見られた。

一方、業績を伸ばした料理宅配や量販店、製薬
会社といった企業では、人手不足が喫緊の課題とな
り、これまでの採用プロセスを見直して大量採用に
シフトするなど、二極化が鮮明となった（図表）。

これまでもテクノロジーを活用して効率的な採用
活動を行う企業も多かったが、新型コロナウイルス感
染拡大防止策として、候補者との対面や接触を極力
避ける必要性があった。そのため、インタビュー協力
企業では、サービスや製造業を除くほぼすべてが採
用活動を非対面のリモート採用中心に変えていた。

リモート採用のメリットは、「対象地域の拡大」「候
補者の裾野が広がる」「面接日時を調整しやすい」な
どダイバーシティへの対応につながることだという。
デメリットは、内定者が「職場の雰囲気や社風を実
際に体験する機会が減少した」ことなどが挙げられ
た。解決策として、内定者のフォロー強化などオンボ
ーディングを重視したという企業も複数ある。

今後の採用活動については、ほぼすべての企業が、
「パンデミックが収束しても、リモート採用を継続す
る」と回答している。完全なリモート、リモートとリア
ルのハイブリッド、リアル、バーチャルなどから各企
業の状況に合わせて最適な方法を選択すると予測
でき、元のリアルのみの採用活動に戻ることはほとん
どないと思われる。

結 論

https://www.works-i.com/research/
works-report/2022/pandemic_
recruit2022.html

パンデミック・シフト 
（業績×採用の変化）

パンデミックは
採用をどう変えたのか　

出所）Works Report 2022
『パンデミックは採用をどう変えたのか』
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パンデミック以降
業績向上

内部労働市場
からの人材調達
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パンデミック以降
業績悪化
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コロナ禍は、日本の大学生に、とてつもないダメー
ジをもたらした。キャンパスに足を運ぶことができな
くなり、サークル活動もままならなくなった。「大学生
の日常」は失われた。高校生までとは全く異なる広
がりを見せる「豊かなつながりの宝庫」に、彼ら彼女
らは接することができなくなってしまったのだ。では、
失ったものとは、具体的にはどのようなものなのか。
コミュニティへの参加は、何をもたらしていたのか。

つながりの持つベース性、クエスト性、つながりから
得られる「安心」「喜び」「成長」「展望」というギフト
を、ビフォーコロナの大学生は、どのように獲得して
いたのか。その探索をスタートした。また、どうすれ
ば、その欠損を埋めることができるのか、という解決
策については、コロナ禍の中でも機会が保たれてい
る貴重なコミュニティであるゼミに注目した。

学習コミュニティ再創造に向けた『7つの問い』

専門ゼミナール（以下、ゼミ）は、これまでも

大学での学び の集大成、知の技法の獲得、

社会人基礎力の育成の場として期待されて

きた。しかし、ポストコロナにおいては、失わ

れた「# 大学生の日常」を再創造する最後の

砦として、「異質な他者」との深い交わりを通

じた「自己変容・自己発見」の場となること

が切望される。その場づくりに必要となる、

学習コミュニティを再創造する要件を、『7つ

の問い』という形にまとめ、テキスト化した。

ポストコロナの
ゼミナール運営テキスト

問題意識

概 要

豊田 義博
特任研究員

プロジェクトリーダー
ポストコロナ

自己変容 自己発見

#大学生の日常 環境適応性
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問題意識や仮説フレームに基づき、「# 大学生の
日常」調査を実施した。現在働いている20代後半の
大卒者＝ビフォーコロナの大学生を対象とした定量
調査ならびにインタビュー調査である。

新たな発見は、大きく2つに集約される。ひとつは、
大学とは、自己変容・自己発見の機会だ、ということ
だ。ビフォーコロナの大学生が大学生活から獲得し
ていたのは「人との交わり方についての価値観の形
成」「ものの考え方・ことへの接し方の変化」「志向・
適性の自覚」に集約された。これは、人が社会・集団
の中で生きていく上での基盤であり、かかわりの深い
コミュニティでの経験を通してこうした態度形成＝自
己変容・自己発見が図られていたのだ。

もうひとつは、自己変容・自己発見をもたらすメカ
ニズムである。①学生本人の中に、そのコミュニティ
に対する「明確な所属動機」が育まれている、②コミ
ュニティで自分がどのように貢献していくかを意識し
た「役割の自覚」が芽生えている、③コミュニティ内
に現状維持のままでは実現できないような「ストレッ
チ・ゴール」がある、④コミュニティ内に自分と異なる
価値観やバックボーン、年齢等の「コミュニティの多
様性」が存在する、という４つの要件が相互に影響
を及ぼす中から、学生の姿勢・価値観に影響を与え
る「異質な他者との深い交わり」が生まれるのだ。

こうした発見を踏まえて、ゼミ（ポストコロナにおい

て最も重要な学習コミュニティ）を再創造するための
『７つの問い』を導き出した。 
【問い１】主体的な所属動機が育まれているか？  
【問い２】ストレッチ・ゴールが設定されているか？    
【問い３】学生それぞれの役割の発見や挑戦を生み

出せているか？ 
【問い４】ゼミにかかわる人の多様性が創出されてい

るか？ 
【問い５】「何でも話せる」安心・安全な場になってい

るか？ 
【問い６】目的に応じた最適な学習スタイルを選んで

いるか？ 
【問い７】教員が相互に学び合う仕組みが創造され

ているか？
この『７つの問い』は、ゼミ以外のコミュニティにも

広く適応可能なものだと考えられる。教育の場にと
どまらず、新人・若手社員のオンボーディングなどへ
も活用されることを期待している。

結 論

ポストコロナの
ゼミナール運営テキスト
https://www.works-i.com/research/
works-report/2021/
semitext_k.html

出所）Works Report 2021『ポストコロナのゼミナール運営テキスト』

自己変容・自己発見を生み出すコミュニティの要件
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リクルートワークス研究所　2021年度の主な活動とアウトプット

【機関誌Works】

【プロジェクト活動】

【基幹調査】

コロナショックは働き方を変えたのか

Works 165 ダウントレンドを乗り越える人事

全国就業実態パネル調査（JPSED）

中途採用実態調査

採用見通し調査

中小企業のリスキリング 
～デジタル時代のスキル再開発～

Works 166 人事と大学で仕掛ける学び方改革

大卒求人倍率調査

人が集まる意味を問いなおす

副業のリアル

ゼミナールが大学生にもたらす価値
～選択と成長のメカニズム～

Works 169 御社の部長、ワークしていますか？

Works 167 社員の病と人事

Works 168 That’s CHRO!

Works 170 若手を辞めさせるな

ノンデスクワーカー 　
ー警備員、ドライバー、建設作業者などの働き方ー

働く個人の“Voice”の研究

「部長の役割」研究プロジェクト

「ゆるい職場」と若手の研究

十人十色のキャリア選択を支える社会

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、私たちの働き方はどのように変化したのか。全国約5万人の同一個人の就
業実態を毎年追跡調査する「全国就業実態パネル調査（JPSED）」を活用し、新型コロナウイルス感染症の流行前後の人々
の働き方の変化を定点観測する。

本特集では、コロナ禍によるダウントレンドをどのように乗り越えていくのか、よりよい未来を引き寄せるために、
人事は人と組織面でどのような変化を選択すべきなのか、専門家や国内外の事例をもとに考える。

「全国就業実態パネル調査（JPSED）」は、全国約５万人の同一個人の就業実態、所得、生活実態などについて、毎年追跡す
る調査である。有識者で組織化した調査設計委員会と協議しながら質の高い調査設計を行い、本調査データを活用して、
日本の働き方を5つの側面から可視化するWorks Indexなど、様々な成果物を公表している。

「中途採用実態調査」は、全国の民間企業における正規社員の中途採用の実績数に関する調査を経年で比較し、中途採用
の求人動向を分析している。また来年度の中途採用の見通しについても取りまとめている。

「採用見通し調査」は、全国の民間企業における大学・大学院生ならびに高校生の、来年度の新卒採用における年間の見通
し（前年に比べて求人を増やす企業割合、減らす企業割合）について、業種や従業員規模別に取りまとめている。

これからDXに取り組もうとする中小企業が増えている。DXの実現には、経営戦略の転換に応じた人材のスキル再開発（＝
リスキリング）が不可欠である。大企業とは異なる機会と制約を踏まえた時、中小企業のリスキリングをいかに進めるべ
きか、その方法を探った。

本特集は、164号（2021年2月発行）「ジョブ型と大学」の続編である。年齢に限らず、多くの働く人々が生涯を通じ
て成長していく仕掛けをいかにつくるのか、私たちは何に注目し、どこから手をつけていくことができるのか、調
査や事例をもとに検討する。

「大卒求人倍率調査」は、全国の民間企業の大学生・大学院生に対する採用予定数の調査、および学生の民間企業への就職
意向の調査から、大卒者（大学院卒含む）の求人倍率を算出し、新卒採用における求人動向の需給バランスをまとめている。

コロナ禍をきっかけに職場のマネジメントやコミュニケーションスタイルが変化するなか、あらためて「集まる」ことの
意味が問われている。どのような仕事場面において「集まる」ことが必要なのか、なぜリモートでは難しいのか、集まら
ないことによる長期的な影響はあるのか。リモートか職場での対面かの議論を超えた、「集まる」意味を解き明かす。

副業と聞いて、各自がイメージするものは異なるのではないか。それが、副業がなぜ進まないのか、メリットやデメリッ
トは何かといった、副業に関するさまざまな議論が嚙み合っていない要因のひとつではないか。本プロジェクトでは、副
業の実態を正しく捉え、社会の副業に関する議論にベースとなる材料を提供することを目指す。

本特集では、部門や機能を統べる部長の役割を議論し、定量調査によって現代の部長がそのあるべき役割を果た
しているのかどうかを解き明かす。部長が本来の役割を果たすために必要な環境や条件をどのように構築するのか、
経営陣や人事は何をすべきかを検討する。

本特集では、病や不調を抱える働く人々5000人を対象とした調査によって、働く人々の病や不調の実態を明らか
にし、人事がどのように支援すべきか、病や不調がある人々をどのようにインクルージョンできる組織にしてい
くのか、専門家や企業の取材を通じて検討する。

近年、日本でも人事のトップに「CHRO」もしくは「CHO」という役割名称をつける企業が増えてきている。本特
集では、あらためて「これこそがCHROである（That’s CHRO!）」を明らかにしたいと考えた。

文系大学生の学習機会の象徴＝ゼミナール。ゼミでの学びを通して成長・変容する学生は多数存在する。その成長・変容
はどのように生まれるのか。実践コミュニティ「ゼミナール研究会」を起点に、ゼミ選択視点に着目して、その構造を解
き明かしていく。

今、米国では、“The Great Resignation”と呼ばれる“大量自主退職”が社会問題となっている。日本にとっても、
そのことは決して対岸の火事ではない。本特集では、若者たちの離職を食い止め、若者たちが意欲的に自走するた
めの解を探求する。

昨今、働き方改革やデジタル化によって、デスクワーカーの働き方は大きく変化している。しかし、警備員、ドライバー、建
設作業者といったノンデスクワーカー／エッセンシャルワーカーの働き方は、いまだに旧態依然としたままだ。本研究では、
ノンデスクワーカー／エッセンシャルワーカーの働き方をより良いものにするために、社会として何をすべきかを考える。

働き方が多様化し、雇用が流動化するなかで、ひとりひとりが自分らしい働き方を求めて組織とすりあわせる必要性が
高まっている。日本における集団的な労使交渉の変遷と、個人単位での労使コミュニケーションの今後の可能性について、
「働く人のボイス調査」などをもとに考察した。

ミドルマネジャー（組織における中間管理職）には複数の階層があるが、第1階層である課長に比べ、第2階層である部長
にフォーカスした研究は少ない。部長の役割とは何なのか、日々の職務とはどのようなものなのかをあきらかにし、その
役割遂行のためにはいかなる能力や資質が必要であり、どのような権限を付与すべきかを考え、ひいては部長人材をど
のように育てればよいのかを検討する。

Z世代の若手の職業観の変化とともに、若手をとりまく職場環境も急速に変わりつつある。大規模な労働法令改正を含め
た環境変化が起こり、コロナショックでコミュニケーションスタイルも変わるなか企業と若手はどのように対応すべき
かを探る。

不確実性が高まり、個人の希望も多様化する時代。キャリアの道筋が固定的な社会から、誰もが希望の生き方や働き方を
選択できる社会への転換が不可欠だ。多様な選択を阻む要因とその構造を明らかにし、個人を支える新たな社会を実現
するための方法を提言する。
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【Works Report】

オリンピック・パラリンピックの
ボランティア・レガシー　
―東京2020大会から未来へのバトン―

中小企業のリスキリング　
DXを人材面で支える政策

【データ集】 働く人の 共助・公助に関する意識調査

集まる意味を問いなおす  
リアル／リモートの二項対立を超えて

警備員・ドライバー・建設作業者など
現場仕事の働き方改革
―ノンデスクワーカーの人手不足をどう解決するか―

中小企業のリスキリング入門　
全員でDXを進める会社になる

【データ集】働く人のボイス調査

【詳細版】職場における集まる意味の調査　
調査結果

CEOのパートナー　
CHROについて議論するときに読む本

新たな職業移行形態に関する調査概要報告書

「高校生の就職とキャリア」参考資料
―高校の就職指導・キャリア教育に関する調査報告書

ポストコロナのゼミナール運営テキスト 
学習コミュニティ再創造に向けた『7つの問い』

グローバル企業採用責任者11人が語る　
パンデミックは採用をどう変えたのか

全国就業実態パネル調査（JPSED）2021　
データ集〔全国版〕

「週休3日」で働く 
―世界各国に広がる週4日勤務制・トライアル事例―

オリンピック・パラリンピックのボランティアについて振り返り、さまざまな属性のなかで最も活動していない
企業人のボランティア経験によるポジティブな変化や、東京2020大会から、2025年の大阪・関西万博へのボランティ
ア・レガシーの継承、日本におけるボランティア文化の醸成について論じた総合報告書である。

中小企業がDXを実現するためには、そこで働く人々がデジタルで価値創造できるようになるためのリスキリン
グが必須である。本レポートはDX先行企業、自治体、リスキリング教育事業者、海外政策推進者などへの調査を
踏まえ、中小企業のリスキリングを加速するために国や自治体が取り組むべき政策について４つの方向から提言
を行った。

日本型雇用が大きく揺らぐなか、個人にはキャリアの自立が求められるようになっている。個人の多様な
選択を支えるものは何かを明らかにするために、キャリアや人生の選択、生活時間の配分、仕事の展望と、
キャリアに関する共助や公助の保有状況との関わりについて調査を行った。

組織にとって「集まる」ということは、組織としての実体を確認する場面でもある。本報告書では、集まりの変化
が組織や個人に与えた影響について調査からファクトを捉え、ハイブリッドワークを前提とした今後の集まり方
を提言する。

少子高齢化に伴い、人手不足が深刻化している。その影響を最も受けているのは、警備・運輸・建設など現場の仕事
を持つ業界である。これらの業界で人手不足が深刻化している背景を分析し、その解決策を探った。

DXに取り組みたい中小企業経営者にとって、社内に対応できる人材がいないことが大きな課題となっている。本
レポートでは、中小企業でこそできる従業員のスキル再開発「リスキリング」の始め方を、先行事例とともに解説
する。

働く人は、職場で不満や要望を伝えたり、転職時に労働条件を交渉したりをどの程度しているのか。また、労働組
合や従業員代表制などの集団的ボイスメカニズムはどこまで浸透しているのか、調査した。

コロナ禍におけるコミュニケーション満足度、目的によって異なる「有意義な集まり方」、個人のコミュニケーショ
ン志向の違いによって効果が異なる「集まり方」について、2021年10月に実施した調査結果から読み解く。

なぜ現代の組織にCHROが必要なのか。CHROの役割とは何なのか。本報告書では、2021年度にリクルートワー
クス研究所が主催した「CHRO／HRBP研究会」で検討したCHROの役割を起点に、豊富なインタビューと解説
を通じて、今求められるCHROの像を浮かび上がらせた。

副業・兼業等の社外での活動に取り組む者が増えている。転職との関係で、転職前に所属する会社の外側の世界を
知ることにどういった意味があるのか。所属する会社とパラレルに起業・副業・兼業等のビジネス活動を実施して
いたことが、転職後のパフォーマンスや年収、就業観などとどういった関係があるのかを明らかにする。

高校でおこなわれている就職指導・キャリア教育について、全国の普通科、工業高校、商業高校、総合高校への調査
を実施、就職活動の見通しやキャリア教育の内容、学校で働くことをどのように伝えているかを明らかにした。

コロナによって大打撃を受けた「大学生の日常」。自己変容や自己発見をもたらす経験機会が消失した。ゼミは、
大学生にそのような経験価値を提供できる最後の砦。提言ビジョン、実践に向けてのセオリーとTipsを取りまと
めた。

パンデミック後約1年間の採用活動について、グローバル企業の採用動向やその変化、採用の質や量への影響、採
用手法やプロセスの変化、新たに導入したHRテクノロジー、そして採用業務のオンライン化の状況について明ら
かにすることを目的とし、企業11社の採用責任者とアナリストとともにレビューをおこなった。

「全国就業実態パネル調査（JPSED）2021　データ集〔全国版〕」は、調査の各設問について、主な属性（性別、年代、
就業状態）とのクロス集計表をまとめたデータ集である。「全国就業実態パネル調査（JPSED）2021」は、2020年の
働き方などに関して実施した調査である。

週4日勤務制（週休3日）は、新しい働き方の1つの選択肢として世界的に広く議論されており、特に欧州では主要な
政治的課題になりつつある。アイスランドの成功を受けて、2022年にはスペイン、スコットランドでもパイロッ
トプログラムが実施されている。本レポートは、欧米主要国のパイロットプログラムやその結果、また、先行して
自ら実施している企業事例の概要を紹介する。

Works Index 2020

全国就業実態パネル調査（JPSED）2021　
臨時追跡調査データ集

「Works Index 2020」では、日本の働き方の5年の変遷をまとめている。2016年から2020年までの日本の働き方は、
働き方改革の推進、ハラスメントを許さない風潮の高まり、新型コロナウイルス感染症の広まりを背景に、3つの
観点で進化し、3つの課題が残されている。

「全国就業実態パネル調査（JPSED）2021　臨時追跡調査データ集」は、調査の各設問について、主要な属性（就業状態、
業種、職種、企業規模、エリア）とのクロス集計表をまとめたデータ集である。「全国就業実態パネル調査（JPSED）2021
臨時追跡調査」は、2021年1～2月に発令された2回目の緊急事態宣言下での働き方などに関して実施した調査である。

【データ集】 大学時代の学習に関する調査（社会人編）
学生時代にどのような学習経験をし、それによって何を獲得してきたのか。自身の就職やキャリアについて、さらにジョ
ブ型で働くことに対してどのような考えを持っているのか。社会人歴1年以上3年未満の社会人の学習と就業に関する考
えを調査によって明らかにする。

【データ集】 大学時代の学習に関する調査（大学生編） どのような学習経験をし、それによって何を獲得しているのか。自身の就職やキャリア、そして将来ジョブ型で働くこと
に対してどのような考えを持っているのか。現在の大学生の学習と就業に関する考えを今回の調査によって明らかにする。

【Works University　労働政策講義】

2021年米国雇用計画概要 2021年3月に米国のバイデン大統領が発表した2兆ドルもの予算を組み込んだ、大規模な「米国雇用計画」。5月に規模の
縮小が大統領から提案されたが、この中長期的な成長戦略は果たして実現するのか。その概要についてまとめている。



38

【Works University 人材ビジネス講義】

01.人材ビジネスの概念

02.人材ビジネスの歴史

03.人材ビジネスの関連法規と規制改革

05.人材ビジネスの市場規模・事業展望

06.人材ビジネス業界の特徴

07.商品サービス

08.新領域サービス

10.資格・人材育成

11.関連統計データ

09.人材ビジネス関連団体

04.人材ビジネスの事業領域

人材ビジネスの定義や沿革、ならびに代表的な人材ビジネスの事業形態について説明するとともに、人材ビジネ
スの概観を4つのサービス内容に分類したわかりやすい図にまとめている。

人材ビジネスの歴史的背景と関連法が成立した経緯について説明するとともに、法・制度、関連協会、人材ビジネ
ス業界の発展について時系列の年表にわかりやすくまとめている。

人材ビジネスの代表的な事業形態である、職業紹介事業や労働者派遣事業に関連する法律と規制改革の内容につ
いて、重要な裁判例の紹介を含めて説明し、労働市場分野の規制改革を時系列の年表にした。

日本における代表的な人材サービス産業―労働者派遣事業、職業紹介事業、求人情報サービス―それぞれの市場
規模の推移についての解説と、同産業全体の市場規模をまとめている。

人材ビジネスの特徴と、その代表的なM＆Aの動向について時系列の表にまとめた。また、最新の人材ビジネス
企業業界ランキングも紹介している。

日本における代表的な人材ビジネスは労働者派遣事業や職業紹介事業だが、これらの事業やその他の事業が提供
する商品サービスについて本文で説明するとともに、わかりやすい図表を使って表示している。

人材ビジネスの領域は日々変化、拡大しており、特に最近ではAIを活用したオンラインの人材サービスの多様化
が進んでいる。ここではそうした新しい領域のサービスのうち代表的なものを詳しく紹介している。

人材ビジネスに関連する主要な資格であるキャリアコンサルタントなど8つの資格制度と、人材ビジネス分野の
資格に関する問題や今後の課題について紹介している。

日本の代表的な人材ビジネスである労働者派遣事業と、職業紹介事業の最新公式統計データについて、紹介して
いる。

代表的な人材ビジネス関連団体（全国民営職業紹介事業協会、日本人材紹介事業協会、日本人材派遣協会、全国求
人情報協会、日本BPO協会、NEOA、中部アウトソーシング協同組合、日本人材マネジメント協会、人材サービス
産業協議会、人材ビジネス協会）の情報を掲載している。

日本で展開されている多種多様な人材ビジネスの事業領域についての解説と、雇用のステージ別に人材ビジネス
を分類し、図にまとめている。

【Works Discussion Paper】

Who Can Work from Home?　
The Roles of Job Tasks and HRM Practices

タテのコミュニケーションがワーク・エンゲージメ
ントに与える影響とその概念の比較について

緊急事態宣言下における共働き夫婦の家事・育児時間の変化
―子どもを持つ夫婦のテレワーク状況を考慮して―

MBOにおいて難度の高い目標設定を促す要因

仕事からの引退は生活満足度を高めるか

中高年の学習意欲と学習行動に影響を与える要因
―職種ごとの違いに注目して―

コロナ禍で、社会人の学びはどう変わったのか？

Does Harassment Prevention Law Reduce 
Harassment in Workplaces?

新型コロナウイルスの感染拡大以後、テレワークは身近な働き方となりつつある。それでは、どのような人がテレ
ワークをしているのだろうか？仕事の性質と人的資源管理の視点から考察した。

日本企業における人手不足やコロナ禍のテレワーク拡大により、組織の一体感の低下や社員のやる気の低下など
が懸念されている。本稿では、上司や先輩などからの指導がワーク・エンゲージメントに与える影響を分析した。

子どもを持つ共働き夫婦のテレワークの組み合わせと家事・育児時間の変化の関係について、1回目と2回目の緊
急事態宣言下で分析した。1回目の宣言下においては、本人のみテレワーク（配偶者はテレワークなし）が家事・育
児時間の変化に正に有意に関係していたが、2回目の宣言下では有意な関係はみられなかった。
MBOを導入した企業からは、MBOの弊害が指摘されることも少なくない。その指摘の一つに、企業の思惑に反
して目標の難度を低く設定しようとしてしまう課題がある。そこで、本稿では、MBOにおいて難度の高い目標設
定を促す要因（難度の高い目標設定を阻害する要因）とはなにかについて、管理職と非管理職の両者から検証した。

総務省「労働力調査」より、高年齢者の就業率の時系列の変化をみると、2000年初頭以降、急速に高まっている。
こうしたなか、本稿では仕事からの引退が生活満足度に及ぼす影響を分析した。

働く中高年の学習意欲と学習行動は、どのような要素で促進されるのか。デジタル化が加速する職種では特に新
たな領域の知識やスキルを習得する緊急性が高いことを踏まえ、４職種に影響の強い要素の特定を試みた。

2020年は新型コロナウイルス感染症の影響で、企業内の学び機会であるOJTやOff-JTは減少した。本稿では、企
業内の学び機会の減少が、個人の自己啓発にどのような影響を及ぼすのかについて分析した。

ここ数年、働く現場で話題になることが多いハラスメント。2020年６月から大企業に対して、パワハラ防止法が
施行された。その結果、職場におけるハラスメントは減少したのだろうか？ 効果を検証する。

【Web連載コラム】

日本の働き方を考える 2021

コロナ禍の新人はどのように学んでいるのか

「働く」の論点

HR Technology 2021　世界の人事が注目する
「HRテクノロジー」2021

HR Tech Roundup 海外のHRテクノロジー最新
ニュース

世界の最新雇用トレンド

「全国就業実態パネル調査（JPSED）」の調査設計委員会メンバーと所員による、データを用いたコラムである。
2020年の日本の働き方について、さまざまな視点で論じる。

パンデミックは、新入社員の職場適応プロセスにどのような影響をもたらしたのか、彼らが失った学習機会、新た
に得た学習機会、そのことがもたらした結果について、データ分析の結果から明らかにする。

大きな転換点にさしかかる日本の雇用と個人の働き方。新たな取組みを考えるにあたっての、重要な論点や視点
をワークス研究員が発信している。

本コラムでは、2021年新たに追加されたサービスについて、概要、主要なサービス事業者と製品サービスの特徴、
ビジネスモデルについて調査し紹介している。

新サービスや新機能の発表、調査、資金調達支援など、海外のHRテクノロジーに関する最新ニュースの中から注
目の記事をピックアップして紹介している。

世界の雇用政策の変遷や最新の人材ビジネス、HR関連のコンファレンスや気になるニュースなど、様々なテーマ
で世界の動きを紹介している。
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